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第１章 背景・目的

１．背景

和光市では、平成 23年３月に本市の産業振興の指針を表す「和光市産業振興計画」を策

定しました。その後、平成 29 年３月に、社会・経済情勢の変化や市内産業の変化を踏まえ

て、当計画を「和光市産業振興計画（改訂版）」として改訂し、その方針に基づいて本市

の産業振興を図ってきました。

一方、新型コロナウイルス感染症拡大による市内産業への打撃、頻発する大規模な自然

災害への対応、ＳＤＧｓやＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）、スタートアップ

など産業に関連する新しい概念の浸透、多様な働き方の広まりなど、市内産業を取り巻く

環境が大きく変化しております。本市の政策動向においても、令和２年１月 1日に「和光

市産業振興条例」が施行され、本計画の上位計画となる「第五次和光市総合振興計画基本

構想」が令和２年９月に策定されております。

上記を踏まえ、現行の計画が令和４年３月に計画期間を満了することから、「第五次和

光市総合振興計画基本構想」及び「和光市産業振興条例」に基づき、今後の市内産業の方

向性を導く指針を示し、総合振興計画、同条例に基づく施策を戦略的に推進するため、事

務事業等の方向性及び優先度を明確にした第二次和光市産業振興計画を策定します。

【和光市産業振興条例の構成】
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２．目標年次

本計画の目標年次は令和 13 年とします。従って、計画期間は令和４年度～令和 13 年度

の 10 年間とします。

なお、「第五次和光市総合振興計画基本構想」の中間見直し期に合わせて、当計画も見

直しを行います。また、社会情勢の変化など、市内産業を取り巻く環境の変化に合わせて、

和光市産業振興協議会での検討や助言を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。

最終年度の令和 13 年度は、第二次産業振興計画の総括を行い、「第六次和光市総合振興

計画基本構想」の方向性を踏まえて第三次産業振興計画の策定を検討します。

目標年次

３．位置付け

（１）関連計画との関係性

本計画は、「第五次和光市総合振興計画基本構想」を踏まえ、本市の産業振興の方針を

定めるものです。推進に当たっては、第五次和光市総合振興計画基本構想及び関連計画と

の整合性を図り、一体的に取り組みます。

計画名称 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

第五次和光市総合振興計画

基本構想

第二次産業振興計画

国の産業政策・埼玉県の産業政策

第五次和光市総合振興計画基本構想
令和３～12 年度

（令和３～７年度・中間見直し・令和８～12 年度）

第二次和光市

産業振興計画

令和４～13 年度

（概ね 10 年間）

和光市

農業振興計画

平成 31 年～令和 10 年度

（概ね 10 年間）

和光市

都市計画マスタープラン

令和４～23 年度

（概ね 20 年間）

連携

施策の進捗状況や社会情勢・市民

ニーズの変化を踏まえて中間見直し
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（２）第五次和光市総合振興計画基本構想との関係性

本計画は、「第五次和光市総合振興計画基本構想」における「描く未来の実現に向けた

基本戦略」を踏まえながら、産業振興にかかわる「目標像９ いきいきと仕事し続けられ

る」及び「施策 12-４ 市の特色を生かした地域ブランドの確立」の実現に向けた個別計

画として位置付けます。

※太枠は特に産業振興に係わる基本戦略として位置付け

「描く未来の実現に向けた基本戦略」

基本戦略１
和光市駅周辺の魅力
の向上

基本戦略２
市庁舎周辺の賑わい
の創出

基本戦略３
環境に配慮した清掃セ
ンターの更新

基本戦略４
地域公共交通の充実

基本戦略５
子どもたちや子育て世
代の支援

基本戦略６
高齢化への対応

基本戦略７
和光北インターチェン
ジ周辺の活性化

基本戦略８
地域コミュニティの再醸
成
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第五次和光市総合振興計画基本構想
令和３～12 年度

みんなをつなぐ ワクワクふるさと 和光

視点１ 日々の生活の基盤が整っている

目標像１
良好な生活環
境が得られる

目標像２
安全かつ快適
に移動できる

目標像３
身の回りの生
活上の不安が
軽減される

視点３ こころ豊かに、満足度の高い生活が送れる

目標像８
健康に日々を
暮らしている

目標像９
いきいきと仕
事をし続けら
れる

目標像 10
趣味などを通
し て 充 実 し た
時間を過ごせ
る

目標像 11
ま ちや人と つ
ながり心豊か
に過ごす

目標像 12
シビックプライ
ド を 持っ て い
る

視点２ それぞれのライフステージを充実させる

目標像４
子どもが自己
肯定感を持ち
健やかに育つ

目標像５
安心して妊娠・
出 産 ・ 子 育 て
ができる

目標像６
高齢になって
も住み慣れた
地域で 暮らし
続けられる

目標像７
誰もが自立し
た生活と社会
参加ができる

第二次和光市産業振興計画

施策９-１ 交通の利便性を生かした産業拠点の創出

施策９-２ 中小企業・小規模事業者の育成支援

施策９-３ 魅力ある新たな産業の創出

施策９-４ 都市農業の推進と担い手の育成

施策９-５ 就労支援対策の推進

施策 12-４ 市の特色を生かした地域ブランドの確立
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第２章 本市産業の現状と課題

１．本市の産業を取り巻く環境

（１）社会情勢の変化

和光市産業振興計画を改訂した平成 29年３月以降、社会情勢は様々な面で変化したこと

により、本市の産業や事業者を取り巻く環境も大きく変化しました。このような社会情勢

の変化を的確に捉えて地域産業や企業経営を考えていくことの重要性が高まっています。

本計画においても、下記のような社会情勢の変化を踏まえて本市の産業振興のあり方を検

討します。

主な社会情勢の変化

⑧防災・減災対策への意識の高まり

・地震の発生確率の高まり、異常気象の頻
発・激甚化等を踏まえ、大規模災害時にお
ける被害の最小化、迅速な地域経済の回
復に向けた準備への意識が高まっている。

⑦気候変動・環境問題の深刻化

・気候変動による記録的な猛暑、豪雨等の
自然災害の増加。

・政府は、「2050 年までに CO2 排出量をゼ
ロにする」と宣言。その実現に向けて、東
京都は「2030 年までに CO2 排出量を 50％
削減」を提起。

⑥「SDGs」への取組

・令和 12（2030）年に向けた持続可能な開発
目標「ＳＤＧｓ」(Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅ
ｎｔ Ｇｏａｌｓ) について、国や自治体において
も積極的な取り組みが進められている。

⑤働き方の変化と多様化

・令和元年４月より働き方改革関連法が順
次施行。

・時間・場所・雇用形態・兼業等の条件にと
らわれない多様な働き方への関心の高ま
り。

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い
テレワークの導入は増加。

④生活様式の変化

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う
新しい日常や生活様式の広がり。

・性別、人種、宗教、年齢等にとらわれない
多様性を重視する社会へ。

③デジタル技術の進展

・政府は、目指すべき未来社会としてＳｏｃｉｅ
ｔｙ5.0 を提唱しており、ＩｏＴやビッグデータ、
ＡＩ（人工知能）、ロボット（自動化）に関する
技術が飛躍的に進展している。

・令和元年、移動通信システムの第５世代
（５G）の導入。

①少子高齢化の進展

・日本の人口は平成 25 年をピークに減少局
面に突入。令和２年における高齢化率は
28.8％、今後さらに高まることが予測されて
いる。

・埼玉県も高齢化率が上昇し生産年齢人口
比率は低下すると推計している。

②新型コロナウイルス感染症の影響

・感染防止のための事業活動の制限、外出
や移動の自粛の長期化。

・ウィズコロナ・アフターコロナ社会に向けた
事業の再構築が課題。

・対面での人的交流機会の減少等により、
デジタル技術の導入の加速化。
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（２）取り巻く事業環境

１）立地環境

和光市は、埼玉県の南端にあり、西側に朝霞市、東側に荒川を挟んで戸田市と境を接し

ています。また、南側は東京都と隣接し、東京都練馬区と板橋区に入り組んで接していま

す。市域は都心から 15～20km 圏内に収まっています。

まちの歴史は古く、縄文時代にはすでに集落が形成されており、江戸期には川越街道の

宿場として白子宿が栄えました。また、江戸時代には新河岸川を通る水運も盛んであり、

新倉には河岸が設けられていました。

鉄道が敷かれ、川越街道のルートが変更されると、市の中心地は駅周辺に移行していき

ました。

第二次世界大戦後、設置された米軍施設（キャンプ・ドレイク）の跡地に、本田技術工

業などが立地し、工業都市として発展しました。本田技研工業は工場機能を廃止し、本田

技術研究所本社機能のみとなったことや東京 23 区に隣接することから、急速にベッドタウ

ンとして人口が増え、住宅都市としての特徴が強くなりました。
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２）人口推移

本市は、都心からの近接性や交通の利便性が高いことから、急速に住宅の立地が進み人

口は増加傾向が続いています。平成元年に 54,628 人だった人口は令和２年に 83,821 人に

増加しました。今後の人口推計では引き続き、人口は増加が見込まれています。

ただし、年齢３区分別の人口割合をみると、生産年齢人口比率は低下傾向にある一方、

老年人口比率は上がっています。また、今後 10 年間の年齢３区分別人口比率の推移をみる

と、生産年齢人口比率はほぼ不変で、年少人口比率が減少、老年人口比率は不変が見込ま

れています。

人口推移

注）平成 25 年から住民基本台帳人口には、外国人を含む。
出典：「住民基本台帳（各年３月 31 日現在）」

年齢３区分別人口推移

注）平成 25 年から住民基本台帳人口には、外国人を含む。
出典：「住民基本台帳（各年３月 31 日現在）」
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３）昼夜間人口・就業地

平成 27 年国勢調査結果によると、本市の昼間人口は 70,569 人、夜間人口が 80,826 人で

夜間人口が昼間人口を 10,257 人上回っており、87.3％で、平成２年以降、昼夜間人口比率

は 80％台で推移しており、ベットタウンとしての都市特性がみられます。

本市の常住者の就業地は、市内が 25.9％で、64.7％（内、東京都が 51.4％）が市外に勤

め先がある状況になっています。

和光市に従業する従業者の常住地は、市外の常住者が 54.2％を占め、県内が 31.8％、東

京都が 18.6％となっています。

昼夜間人口比率の推移

出典：「国政調査」（総務省統計局）

和光市常住者の就業地 和光市に従業する従業者の常住地

出典：「平成 27 年国勢調査」（総務省統計局）
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２．本市産業の特性と現状

（１）市内産業全般

１）事業所数・従業者数

本市の産業構造をみると、昭和 20 年代後半まで農業が主要産業でしたが、昭和 28 年

の大手自動車メーカーの進出をきっかけとする工場誘致の推進や昭和 35 年頃から始まる

人口の急増を背景に第２次、第３次産業を主体とした産業構造へと移行しました。その後、

まちの都市化が進み第２次産業の伸びは停滞し、第３次産業の占める割合が高くなりまし

た。

平成 28 年センサスー活動調査をみると、本市の全民営事業所数は 1,742 件、従業者数が

27,216 人となっています。業種別構成比をみると、「卸売業・小売業」が事業所数及び従

業者数ともに最も高く、次いで、事業所数は「建設業」、「宿泊業,飲食サービス業」と続

き、従業者数は「学術研究,専門・技術サービス業」、「医療,福祉」と続いています。

平成 21年経済センサスー基礎調査と比較すると、事業者数及び従業者数ともに最も比率

が高い「小売業、卸売業」のほか、「建設業」や「製造業」「生活関連サービス業,娯楽業」

等は減少しています。一方、「学術研究,専門・技術サービス業」「医療,福祉」「複合サー

ビス事業」は事業所数及び従業者数ともに上がっています。

業種別事業所数 業種別従業者数

出典：「平成 21 年経済センサスー基礎調査」（総務省・経済産業省）
「平成 28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）
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２）従業者数規模

本市事業者の従業者数規模は、「１～４人」が 48.8％と最も高く、「１～９人以下」が

69.9％と約７割を占め、埼玉県や全国と比較するとその比率は低いものの従業者数規模が

小さい事業所が大半を占めています。

従業者数規模別事業所数比率

出典：「平成 28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）

３）業種別売上高

本市の業種別売上高（企業単位）の構成比は、「学術研究,専門・技術サービス業」が最

も高く 83.4％を占めています。その背景として、国立研究開発法人理化学研究所本部・和

光事業所や和光理研インキュベーションプラザの他、大手自動車メーカーの研究所等の多

数の研究機関が市内に立地していることが挙げられます。

業種別売上高

出典：「平成 28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）
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（２）商業

１）事業所数・従業者数

平成 28年度経済センサスー活動調査によると、本市の「卸売業・小売業」は、事業所数

が 379 所、従業者数が 5,447 人となっています。

平成 21 年からの推移をみると、事業所数は、卸売業及び小売業ともに減少しています。

従業者数は、卸売業及び小売業ともに、平成 21 年から平成 24 年にかけて減少し、その後

増加に転じていますが、平成 21 年と比較するとどちらも減少しています。

中分類別に平成 21 年から平成 28 年にかけて、小売業の事業所数及び従業者数の変化を

みると、全体的に減少傾向にあり、特に「機械器具小売業」では従業員数が大きく減少し

ています。一方、事業者所数及び従業者数ともに、無店舗小売業は増加傾向にあり、その

要因として、インターネット販売の普及などが考えられます。

卸売業・小売業事業所数の推移 卸売業・小売業従業者数の推移

出典：「平成 21 年・26 年経済センサスー基礎調査」（総務省・経済産業省）
「平成 24 年・28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）

小売業中分類別事業所数の推移 業中分類別従業者数の推移
（平成 21 年～平成 28 年） （平成 21 年～平成 28 年）

出典：「平成 21 年経済センサスー基礎調査」（総務省・経済産業省）
「平成 28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）
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２）小売業年間商品販売額の推移

小売業年間商品販売額は、平成６年から平成 11 年にかけて増加し、平成 11 年以降は継

続して減少しましたが、平成 28 年に増加に転じ 635 億 1,900 万円となっています。

小売業年間商品販売額の推移

出典：「商業統計」（経済産業省）、「平成 24 年・28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）

３）大型小売店の出店

近年に市内に出店した大型小売店をみると、令和２年から令和３年にかけて４件の大型

小売店が出店しており、市民生活の利便性の向上が期待されます。

市内の主な大型小売店一覧表（店舗面積 1,000 ㎡以上）

出典：「全国大型小売店総覧 2022 年」（東洋経済新報社）

店舗名 住所 開設期 店舗面積 販売品

ヤオコー和光丸山台店 和光市丸山台 令和3年10月 2,728㎡ 食料品、家庭用品

ベルク和光西大和店 和光市西大和団地 令和2年7月 2,069㎡ 衣料品、家庭用品

エキアプレミエ和光 和光市本町 令和2年3月 1,967㎡ 衣料品、家庭用品

ベルク和光白子店 和光市白子 令和2年1月 2,120㎡ 食料品、家庭用品

ファッションセンターしまむら西大和団地店 和光市西大和団地 平成18年11月 1,107㎡ 衣料品、身の回り品、鞄・バッグ類

島忠和光店 和光市南 平成7年12月 6,628㎡ 家具類、ＤＩＹ関連用品、家庭用品

インテルナかわはた和光店 和光市南 平成7年12月 2,657㎡ 家具類

和光ショッピングプラザ（イトーヨーカドー和光店） 和光市丸山台 平成6年4月 14,350㎡ 総合

コジマ×ビックカメラ和光店 和光市白子 平成5年5月 1,944㎡ 家電、情報通信機器

ＡＯＫＩ和光光が丘店 和光市白子 昭和63年12月 1,440㎡ 紳士服・洋品、衣料品

シーアイハイツ和光ＳＣ１・２号館（サミットストアＣＩハイツ和光店） 和光市本町 昭和58年4月 5,014㎡ 食料品、家庭用品

桜井ビル（いなげや和光新倉店） 和光市新倉 昭和51年12月 1,480㎡ 食料品、家庭用品
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（３）製造業

１）事業所数・従業者数

平成 28 年度経済センサスー活動調査によると、本市の「製造業」は、事業所数が 170 所、

従業者数は 1,893 人となっています。

平成21年からの推移をみると、事業所数は、年々減少しています。従業者数は、平成21

年から平成 26 年にかけては増加しましたが、平成 28 年に大きく減少し、平成 21年よりも

減少しています。

中分類別に平成 21 年から平成 28年にかけて、事業所数の変化をみると、「生産用機械器

具製造業」の増加数が最も多く、反対に「印刷・同関連業」「はん用機械器具製造業」「業

務用機械器具製造業」は減少数が多くなっています。同様に従業者数の推移をみると、

「食料品製造業」は増加数が最も多く、「パルプ・紙・紙加工品製造業」「はん用機械器具

製造業」は減少数が多くなっています。

製造業事業所数の推移 製造業従業者数の推移

出典：「平成 21 年・26 年経済センサスー基礎調査」（総務省・経済産業省）
「平成 24 年・28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）

製造業中分類別事業所数の推移（平成 21 年～平成 28 年）
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製造業中分類別従業者数の推移（平成 21 年～平成 28 年）

出典：「平成 21 年経済センサスー基礎調査」（総務省・経済産業省）
「平成 28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）

２）製造品出荷額の推移

製造品出荷額は、大手自動車メーカーの機能再編により平成 13年の 1,913 億 2,200 万

円から翌年の平成 14年は 332 億 5,000 万円に大きく減少しました。その後は横ばいで推

移しています。

製造品出荷額の推移（従業者４人以上の事業所）

出典：「工業統計調査」（経済産業省）
「平成 24 年・28 年経済センサスー活動調査」（総務省・経済産業省）
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（３）農業

１）面積・農家数等

令和２年度の本市の耕地面積は 96 ヘクタールで、総土地面積（1,104 ヘクタール）の約

8.7％が農地となっています。平成７年以降の経営耕地面積の推移をみると減少傾向が続

いています。

農業集落数は 19 集落あり、令和２年農林業センサスによると、総農家数は 129 戸となっ

ています。平成７年以降の総農家数の推移をみると減少し続けており、平成 27 年から令和

２年にかけては減少率が 25％を数えています。新規就農者数は、年５人以下で推移してい

ます。

経営耕地面積の推移 総農家数の推移

出典：農林業センサス（農林水産省）

新規就農者数の推移

出典：産業支援課資料

２）農業産出額・販売所等

令和元年の農業産出額（推計）は、５億５千万円で、その内訳をみると野菜類が４億１

千万円と全体の四分の三を占めています。

令和２年農林業センサスによると、本市の農業経営体数は 78 経営体で、野菜、いも類、

果実の順に多く栽培されています。

農産物直売所は和光市農産物直売センターをはじめ、軽トラ市、まちかど販売所、庭先

販売があり、15ヶ所以上の場所で購入することができます。
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３．本市の産業振興における課題

課題として、本市産業が有する強みの活用と、解決もしくは改善すべき点は下記のとお

り整理されます。

（１）活用すべき強み

１）交通の利便性

本市は、東武東上線・東京メトロ有楽町線に加え、平成 20 年に東京メトロ副都心線が開

通、平成 25 年にはさらに副都心線と東急東横線・みなとみらい線の相互直通運転が開始さ

れて和光市駅で相互に乗り入れており、東京郊外としては有数のターミナル機能を有しお

ります。池袋～和光市間は最速 13 分で移動ができ、新宿、渋谷、銀座、霞が関など、東京

都心の主要なターミナルに直通、短時間にアクセスできるため、都心からのアクセスが非

常によく市内や都心で働く人や来街者にとって移動しやすい環境となっています。

また、道路については、市内に川越街道(国道 254 号)と環状８号線に繋がる県道練馬川

口線が縦横に行き来するほか、東京外かく環状道路が市内を縦断し和光ＩＣと和光北ＩＣ

の２か所のインターチェンジがあり、首都高速の高島平、美女木の両ＩＣ、関越自動車道

大泉ＪＣＴも至近であることから、どちらの方面への移動も利便性が非常に高くなってい

ます。

さらに、和光市駅には羽田空港、成田空港へのリムジンバスが発着しており、空港から

鉄道等の乗り継ぎなしで訪問することが可能です。

このように交通の利便性に恵まれていながら、緑地も多く落ち着いた住宅都市としての

魅力を兼ね備えており、特に新型コロナウイルス感染症対策から普及したリモートワーク

に対しても通勤と在宅ワークが併用しやすい環境から働きやすい環境となっています。

本市における鉄道・道路網
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２）研究機関が多く立地

本市内には、国立研究開発法人理化学研究所や大手自動車メーカーなどの研究開発機関、

国の機関、大学などが多く立地し、多くの研究者や専門家が活動しています。これらの高

度な研究開発機関が立地している利点を生かして、研究や開発に従事する人や専門家が知

的交流や産学官連携による成長産業の育成、新たな製品・技術の開発に取り組み、新たな

価値創造が図られるとともに、これらの取組に参画する企業の育成につながることが期待

されます。

【主な国等の機関】

【国立研究開発法人理化学研究所本部・和光事業所の組織】

名称 施設概要

国立研究開発法人

理化学研究所本部・和光事業

所

日本で唯一の自然科学の総合研究所として、物

理学、工学、化学、数理・情報科学、計算科

学、生物学、医科学などに及ぶ広い分野で研究

を進めている。

研究成果を社会に普及させるため、大学や企業

との連携による共同研究、受託研究等を実施し

ているほか、知的財産等の産業界への技術移転

を積極的に進めている。

税務大学校和光校舎

税務職員になるための教育、また現役職員の研

修、税務に関する学術的な研究等を行ってい

る、国税庁の機関

司法研修所

最高裁判所が設置する研修機関の 1 つで、裁判

官の研究・修養、司法修習生の修習をつかさど

る機関

裁判所職員総合研修所

最高裁判所が設置する研修機関の 1 つで、裁判

所書記官や家庭裁判所調査官等の育成・研修を

つかさどる機関

国立保健医療科学院

保健、医療、福祉に関係する職員などの研修

や、それらに関連する調査及び研究を行う厚生

労働省の機関

独立行政法人

国立病院機構埼玉病院

国立埼玉病院を前身として、消化器内科や循環

器内科に特に力を入れている、独立行政法人国

立病院機構が運営する医療機関

情報統合本部 / 科技ハブ産連本部 / 予防医療・診断技術開発プログラム / バトンゾ

ーン研究推進プログラム / 理研産業共創プログラム / 開拓研究本部 / 主任研究員研

究室 / 数理創造プログラム / 脳神経科学研究センター / 環境資源科学研究センター

/ 創発物性科学研究センター / 量子コンピュータ研究センター / 光量子工学研究セン

ター / 仁科加速器科学研究センター
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３）産学連携・インキュベーション機能

平成 20年１月、国立研究開発法人理化学研究所の敷地内に開設された「和光理研インキ

ュベーションプラザ」は、独立行政法人中小企業基盤整備機構、国立研究開発法人理化学

研究所、埼玉県、和光市が連携し整備・運営しているインキュベーションです。国立研究

開発法人理化学研究所等の学術機関が保有する技術シーズ・知見を活用した産官連携を推

進し、研究開発型ベンチャーの起業や中小企業などの新規事業展開を支援する、新産業創

出の拠点としての役割を担っています。本プラザにはインキュベーション・マネージャー

が常駐し、入居企業や地域企業の創業・新事業展開を総合的にサポートしています。

また、令和元年 11 月 1 日に、和光市と国立研究開発法人理化学研究所は、両者の一層の

協力を進めることにより、地域及び産業の発展、持続可能な社会の構築、科学技術の発展

に資することを目的とし、相互協力に関する協定を締結しました。翌月の 12月には、国立

研究開発法人理化学研究所の 100％出資会社として株式会社理研鼎業が国立研究開発法人

理化学研究所の敷地内に創業し、産学連携活動として、ライセンス活動、ベンチャー支援

活動、共同研究促進活動、企業共創活動をさらに推進していくことを目指しています。

このように、本市における研究開発型ベンチャーの創業環境が充実していく中、市内外

から起業を志す人が本市に集まり起業し、本市で事業を継続させながら成長していくこと

が期待されます。

和光理研インキュベーションプラザの事業内容 株式会社理研鼎業の事業内容
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４）都市基盤整備事業の進展

①土地区画整理事業

産業立地に関連する土地区画整理事業として、和光北インター地域土地区画整理事業が

施行され、現在は駅北口土地区画整理事業が施行中です。今後は、（仮称）和光北インタ

ー東部地区土地区画整理事業の推進が予定されています。駅北口土地区画整理事業では、

民間活力によるオフィス等の事業系ビルの建設により、不足している事業スペースの確保

につながることが期待されます。また、（仮称）和光北インター東部地区土地区画整理事

業については、既存立地企業の事業用地及び工業系の新規立地用地としての活用を検討し

ながら本計画期間中に事業化が推進され、将来的には本市で事業展開を希望する企業の誘

致・立地を促進し、産業集積地が形成されることが期待されます。

②自動運転サービス導入事業

地域公共交通に関しては、令和３年から６年にかけて、和光市駅と産業集積拠点の中心

部にある東京外郭環状道路新倉ＰＡを連絡する自動運転車両走行の導入に向けた社会実

験・社会実装が実施されています。実装されると、鉄道、路線バス、コミュニティバス等

の複数ある移動手段との連携（和光版ＭａａＳ）により、和光北ＩＣ周辺にある産業集積

地や新倉ＰＡの隣接地に整備が検討されている地域振興拠点への移動の利便性が高まりま

す。また、自動運転技術や移動サービスに付随した様々なビジネスチャンスの可能性があ

り、新たな事業や起業創出が期待されます。

区画整理事業の施行中地区の位置図（令和３年）

出典：和光市



20

５）鍋グランプリ等の魅力ある事業

本市では、集客力のある様々なイベントや事業が実施されています。特に、和光市商工

会が平成 17年から毎年開催している※「ニッポン全国鍋グランプリ」は 10 万人を超える

集客力があり、日本最大級のご当地鍋料理コンテストとなっています。また、秋には和光

市民祭りが開催され市民をはじめ多くの来訪者でにぎわいます。

また、新型コロナウイルス感染症が拡大する中で、お客様が減少し、売上が大幅に落ち

込んでいる飲食店を中心とした和光市内の事業者に対し、多くの人が行き交い賑わいのあ

る和光市駅前でテイクアウトのイベントを定期的に開催し、来場者、出店者の方にご好評

をいただいております。

和光の風土、歴史、素材などを活用したアイデアあふれる商品等や製法、品質、機能な

どの商品特性に優れた和光市が誇る商品等を認定する和光ブランド認定事業が平成 24 年

から開始され、次々と和光らしい商品が開発・認定されています。

これらのイベントや事業の充実と他事業や市内の商店や企業との連携により、今後さら

にまちのにぎわいを高めていくことが期待されます。

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により開催中止

ニッポン全国鍋グランプリ 和光市駅前のテイクアウトイベント
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（２）解決・改善すべき課題

１）新型コロナウイルス感染症拡大による低迷状態

からの早期回復

新型コロナウイルス感染症の拡大により、世界中

の経済活動が停滞しましたが、本市の産業における

影響を市内事業者アンケート調査結果からみると、

６割台半ばの企業がマイナスの影響を受けていま

す。アフターコロナ時代の新たな社会や生活に合わ

せた事業展開(ビジネスモデルの変革・事業転換など

の事業革新を含む)を図り、新型コロナウイルス感染

症の拡大で落ち込んだ経済の回復が喫緊の課題とな

っています。

また、新型コロナウイルス感染症対策として事業活動においてもデジタル技術の活用

が急速に進みましたが、市内事業者アンケート調査結果では、ＩＣＴ(情報通信技術)を活

用した取組みを取り組んでいない企業が約２割半ばを超え、その７割強が特に必要を感じ

ていないことを取り組まない理由と回答しており、特に小規模企業がデジタル化に乗り遅

れないよう、導入のメリット及びデメリットも含めて経営判断ができるようにすることが

望まれます。

20.8

15.8

19.5

11.1

4.7

28.1

15.6

9.4

19.1

34.9

9.0

26.1

26.6

1.3

6.0

経営資料のデジタル化

人事・労務管理のデジタル化

顧客・販売管理のデジタル化

自社によるインターネット取引・販売

インターネットショッピングモールへの出店

HPやSNSなどによる情報発信

顧客支払決済のキャッシュレス化

ネットを利用した金融サービス

Webを通じた会議・商談

連絡ツール（電子メール・社内SNS等）

テレワーク

スマートフォンの活用

取り組んでいない

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40%

n=467

マイナスの影響

66.6%
プラスの影響

4.5%

影響はない

18.2%

わからない

8.6%

無回答

2.1%

n=467

新型コロナウイルス感染症の影響

出典：市内事業者アンケート調査結果

ICT(情報通信技術)を活用した取組み 取組んでいない理由

出典：市内事業者アンケート調査結果

71.8

8.9

6.5

4.8

16.1

8.1

1.6

4.0

0.8

特に必要を感じていない

何から手をつければ良いのか分からない

相談先がない

何を導入すれば良いか分からない

対応する人材がいない

費用がかかる

情報漏洩が心配

その他

無回答

0% 20% 40% 60% 80%

n=124
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２）販売促進

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で、多くの企業が売上を落としていることもあ

り、経営上の課題では、「人材確保・育成」とともに、「販売先や取引先の開拓」「顧客の

減少」が高く、今後のネットワークづくりへの関心においても、「新規取引先開拓（ビジ

ネスマッチング等）」への関心が高くなっており、販売促進が課題となっています。

３）人材の確保・育成

本市の人口は増加傾向にあるものの、交通の利便性から都内で就労している人が多く、

市内での人材確保は容易でないことがうかがえます。人材の確保・育成は円滑な事業承継

にもつながる点からも重要な経営課題となっています。市内事業者アンケート調査結果に

よると、24.6％の企業で人材が不足しています。不足している企業を業種別にみると「社

会保険・社会福祉・介護事業」「運輸業,郵便業」が５割以上を占めて高く、人材を確保す

る上での課題では、求人に費用がかかることが主な課題として挙げられています。

市内事業者の情報発信の機会づくりや社会やライフスタイル、価値観の変化に対応した

新たな働き方の実現に対する支援等により、市内就業者の増加と働く環境づくりを図るこ

とが求められています。

不足している

24.6%

概ね適当・

不足していない

70.4%

人材は過剰気味

である

1.9%

無回答

3.0%

n=467

経営上の課題 今後のネットワークづくりへの関心

出典：市内事業者アンケート調査結果

人材確保状況

出典：市内事業者アンケート調査結果

25.7

25.1

17.1

14.8

10.3

16.5

15.8

26.3

13.7

32.1

30.0

33.2

35.8

34.5

31.9

39.8

27.4

25.9

18.2

22.9

25.7

24.6

30.4

26.1

23.3

21.6

29.8

13.3

13.1

12.0

12.4

12.0

12.4

8.8

13.7

19.3

10.7

9.0

12.0

12.4

12.8

13.1

12.2

10.9

11.3

①販売先や取引先の開拓

②顧客の減少

③商品・サービスの魅力向上

④技術・専門性の向上

⑤情報化・ICTの活用

⑥情報発信力の強化

⑦業務の効率化

⑧人材確保・育成

⑨店舗・設備の老朽化・不足

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに課題 やや課題 あまり課題でない 課題でない 無回答

n=467

市内事業者との取引拡大
（事業所情報の発信やビジネスマッチング　等）

異業種事業者との交流・連携

（情報交換・交流会・ビジネスマッチング　等）

新規取引先開拓
（ビジネスマッチング　等）

大学・研究機関との交流・連携
（交流会・テーマ型研究会　等）

ＩＣＴを活用したネットワーク

その他

特にない

無回答

23.3 

18.6 

28.3 

8.1 

9.2 

0.9 

42.8 

7.3 

0% 20% 40% 60%

n=467
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４）事業用地・スペースの確保

本市は、交通の利便性が高く住環境が良いことから、住宅系の土地利用が進んでおり、

市内には事業用不動産物件が多くないため、事業用地・スペースの確保が困難となってい

ます。市内事業者アンケート調査結果によると、市内外で拡張意向がある事業所は 12.0％

（うち市内 8.6％）を数えますが、拡張するための事業スペースを市内で確保することが

困難となっています。

また、和光理研インキュベーションプラザの入居企業にとって、卒業後の事業スペース

の確保が課題となっており、市内での確保が困難なため市外流出の可能性も抱えています。

同様に、製造業では約６割の企業が事業用地・建物における問題点を抱え、うち 15.6％

は敷地が手狭になっており、事業用地・スペースの確保が課題となっています。

住工混在地域では、製造業事業数が減少している一方、住宅が増加しており、住工混在

のメリットも含め操業環境の維持が課題となっています。

最近は、個人起業家や時間と場所にとらわれずに働くノマドワーカー、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大に伴い、テレワークなど多様な働き方が浸透していく中で、コワーキン

グスペースやシェアオフィスのニーズも高まっています。

今後の主な事業展開

（製造業）事業用地・建物において問題点

建物の老朽化

15.6％

敷地が手狭になっている

15.6％

道路が狭い・混雑している

0.0％

賃料負担が大きい

9.4％

操業規制（音・臭い等）がある

1.6％

近隣住宅との関係

9.4％産業集積が薄れた

0.0％

取引先が遠くなった

1.6％

通勤・移動が不便

1.6％

人材が確保できない

7.8％

その他

0.0％

特になし

31.3％

無回答

6.3％

n=64

問題点あり

62.4％

現状を維持する

59.5%

建替え・改修をしたい
6.9%

設備更新をしたい

8.6%

市内で拡張したい
8.6%

市外で拡張したい

3.4%

市外へ移転したい

1.9%

事業所を縮小したい
1.9%

廃業のため閉鎖

1.9%
その他

1.7%
無回答

5.6%

n=467

出典：市内事業者アンケート調査結果

出典：市内事業者アンケート調査結果
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５）社会情勢に合わせた段階的支援

支援策への要望について

は、短期的支援（おおよそ１

～３年）として、特に「資金

調達（融資）」「人材の確保・

採用」「販路開拓支援（情報発

信等）」などが喫緊の課題解決

に向けた支援が求められてい

ます。また、中・長期的支援

（おおよそ４～10 年）は、「来

街者を増やすにぎわいづく

り」「事業承継への支援」「脱

炭素に向けた取組支援（省エ

ネ化、再生エネ化、新事業化

等）」など、長期的な取組みが

必要なことへの支援が求めら

れています。このように、社

会情勢や事業者が抱える課題

の変化に合わせた支援のあり

方を検討していく必要があり

ます。

６）農業振興における課題

農業においては、農業従事者数や農地が年々減少している中、①農地の保全や②農業の

担い手の確保・育成・事業承継、③環境保全などの農地の多面的機能の発揮、④農産物自

体の魅力を高め地域での販売力を高めること、⑤市民における農業への理解の醸成と交流

機会を増やしていくことが課題となっています。農業者からは、農業の担い手の育成や確

保にとっては経営の安定化に向けた支援が求められています。

担い手の育成や確保にとって重要と思われる点

経営の安定化に

向けた農家支援

53％

新規就農者への支援

15％

認定農業者への支援

14％

農業団体への支援

13％

援農ボランティアの

登録・派遣

5％

15.6

16.7

21.8

15.2

16.1

18.0

13.7

7.1

21.2

13.7

9.2

13.5

20.3

27.2

8.4

0.9

11.1

9.4

10.3

16.5

12.8

10.3

13.9

12.4

15.4

15.0

8.4

16.5

13.1

17.1

15.8

0.4

経営相談、専門家による診断・アドバイスの充実

商品・サービスの魅力向上

販路開拓支援（情報発信等）

来街者を増やすにぎわいづくり

新事業の創出、業態転換・経営革新への支援

デジタル化・ＩＣＴの活用

企業間連携・異業種交流

大学や研究機関（国立研究開発

法人理化学研究所等）との連携

人材の確保・採用

多様な働き方への支援（テレワーク

環境、子育て・介護との両立支援等）

コワーキングスペースの整備

事業承継への支援

事業所・店舗の改修、設備の更新・新規導入

資金調達（融資）

脱炭素に向けた取組支援（省エ

ネ化、再生エネ化、新事業化等）

その他

0% 10% 20% 30%

短期

中長期

n=467

事業活動支援への要望

出典：市内事業者アンケート調査結果

出典：和光市都市農業振興計画「和光市の農業に関するアンケート【農業者向け】」（平成 31 年 3月）
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第３章 産業振興の方向性

１．産業振興の基本姿勢

市民の生活を支え、地域ににぎわいや魅力をもたらす地域の企業は地域社会の維持・発

展には欠かせない存在です。本市産業のほとんどが中小企業で占められており、人材や資

金等経営資源が不足しており、持続的に事業を継続していくことは容易ではありません。

また近年は、相次ぐ台風や地震などの災害の発生や、新型コロナウイルス感染症の拡大

など、わが国がこれまでに経験したことがない危機に直面しました。特に、新型コロナウ

イルス感染症の拡大は、市民の生活や社会経済活動に多大な影響を与え、人々の行動や価

値観、ライフスタイルが大きく変化するとともに、社会や企業においてデジタル技術の活

用が飛躍的に進み、社会の変革期を迎えました。

このような予測が困難な社会の変化の中、市内企業はそれぞれの知恵を絞り、変化する

事業環境に対応しながら事業活動に取り組んでいます。今後は、感染症対策や気候変動の

危機に加えて、少子高齢化への対応も必要となってきます。

本市の産業振興の基本的姿勢として、将来の持続的な経営に向けて努力する市内事業者

を誇りとしながら、事業者、市民、関係機関・団体が連携し、その経済活動を支援してい

きます。
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２．産業振興の将来像

本計画では、産業振興の将来像を下記のとおり設定します。

事業者と市民がつなぐ
安心と希望を持って事業活動ができるまち

市内に多数の研究機関や研究開発型企業が立地する優位性を活かし、新技術・

新製品の開発支援やベンチャー企業の創出、研究開発人材の育成を図り、持続的

に新たな価値を生み出す未来研究開発都市を目指します。

事業者が社会・経済環境の変化に潜んでいる事業チャンスを捉えるとともに事

業リスクに対しては対策を講じ、変化に柔軟に対応した事業を計画・推進しなが

ら、持続的事業を営み、市民生活や地域を支え、地域社会から信頼される事業者

が集まるまちを目指します。

市は多様な機能と連携し、事業者の事業活動を支える基盤整備や事業推進に必

要な施策を適時適切に実行し、事業者が安心して本市に定着して経営に専念でき

るまちを目指します。また、新しい働き方への対応や就労に向けた支援を行い、

市内で働く人々がいきいきと活躍できるまちを目指します。

事業者と市民が連携し、これらのまちの実現を図ることにより、事業者が安心

と希望を持って事業活動ができるまちを目指します。

先端科学技術とつ

ながり、新たな価

値を生み出すまち

持続的な産業の発

展と市民生活の向

上を実現するまち

多様な企業や人材

がいきいきと活躍

できるまち
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３．基本方針

第１章及び第２章で確認した市内事業者を取り巻く環境や市内産業の特性・課題を踏ま

えて、将来像の実現に向けて、次の３つの方向性を産業振興の基本方針として設定します。

基本方針２ 次代を担う産業・事業の
創出

市内外の研究機関や大学との共同研究

や知財の活用などによる新技術・新製品

の開発や起業を支援します。

また、市内の研究機関や研究開発型企

業の情報を発信するなど、研究機関や企

業によるオープンイノベーションへの取

組を推進し、市内外から関心のある企業

や事業者との交流を通じ、市内での事業

活動を行う企業の誘致を図ります。

本市産業を支える中小企業・小規模企
業が抱える販路開拓や人材不足などの事
業課題の解決や、資金調達や事業承継な
ど、安定した経営が継続できるように適
時適切な支援を行います。
加えて、競争力向上に向けた事業の効

率化など、事業改革にチャレンジし持続
的な経営を営む企業を支援します。

基本方針１ 市内事業者の持続的経営
の支援

基本方針３ 和光産業を支える基盤の
強化

市内企業及び市外から立地する企業が

安心して持続的に事業活動が営めるよう

立地環境の向上・整備を図り、産業集積

の維持発展に貢献します。

また、地域に根ざして持続的に事業活

動ができるよう、働く環境の向上や企業

による地域活動などを支援し、事業環境

の向上、産業集積の形成を図ります。

先端科学技術とつながり、

新たな価値を生み出すまち

持続的な産業の発展と市民

生活の向上を実現するまち

多様な企業や人材がいきい

きと活躍できるまち

将来像の実現

事業者と市民がつなぐ安心と希望を持って事業活動ができるまち
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４．施策体系

１．中小企業・小規模事業者の経営支援
２．経営安定化につながる支援の充実
３．市内企業の地域貢献の推進

持続的発展に向けた経営支援

１．市内研究機関等が有する技術等を利活用し
た新産業創出

２．和光理研インキュベーションプラザの運営
支援の充実

３．関係機関との連携による新たな産業創出
４．起業・新事業の創出に向けた支援

次代を担う産業・事業の創出

１．担い手の育成と確保
２．農地利用の最適化と多面的機能の発揮
３．農産物の付加価値の創造と販売力の強化
４．農業への理解の醸成と交流の活性化

都市農業の推進

１．地域ブランド戦略の推進
２．和光ブランドの発信
３．和光ブランド推進のための連携強化

和光ブランドの発展的展開

１．関係機関との連携による情報提供
２．事業者への意識啓発
３．就労意欲の向上や職業能力のスキルアップ
４．優れた技能・技術等の普及と推進

いきいきと働く環境づくり

１．和光北インター東部地区における産業拠点
の整備

２．地区計画の活用による良好な環境形成
３．関係機関との連携による企業誘致・立地支

援
４．地域の特色を生かしたにぎわいづくり
５．市民が産業と触れ合える機会づくり

和光産業を支える基盤の強化

施 策方向性
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５．産業振興施策

方向性１：持続的発展に向けた経営支援

市内事業者が、地域に根ざして事業活動を行うことで、地域に雇用や消費をもたらし、

その事業活動を通じて、地域ににぎわいや活気をもたらします。しかしながら、新型コロ

ナウイルス感染症の世界的流行により、多くの事業者を取り巻く環境は厳しいものとなり

ました。その中、市内事業者が、変化した事業環境に対応しながらウイズコロナ時代にお

ける経営方針を構築し、経営の安定化を図り、さらには事業成長に向けたチャレンジに取

組み、持続的に発展していくよう支援します。

１．中小企業・小規模事業者の経営支援

【事業事例】
①利子補給等の資金融資の充実
市内の中小企業が事業に必要な資金を金融機関から借り入れることができるよう、現行

の融資制度をより一層活用していきます。また、事業者及び金融機関にとって、より活用
しやすい制度の構築に向けた検討も行います。

②事業経営に関わる情報提供やセミナー等の開催
和光市のホームページや広報誌など事業者が入手しやすい方法を検討し、事業経営に関

わる情報を事業者に提供します。また、市内事業者の課題や関心が高いテーマに関するセ
ミナー等を開催します。

③事業承継に関する相談や支援の充実
事業経営者の高齢化により、中小企業の重要な課題となっている事業承継について、承

継者の確保だけでなく、承継に伴うノウハウ・スキル等の承継に関する課題も含めて、事
業者が早期からの準備ができるよう相談窓口を設置するとともに、効果的な支援策の検討
を行い支援の充実を図っていきます。

市内事業者の大半を占める中小事業者は、経営資源が潤沢でないため、事業を継続す

るために必要な経営面や資金面での支援を行います。

加えて、事業継続だけでなく、新事業の創出や事業改革にチャレンジする事業者を支

援します。また、市内で創業を志す起業支援や事業者の高齢化に伴い大きな課題となっ

ている事業承継に関する課題解決に向けた支援を行います。

支援に当たって、和光市だけでなく商工団体、金融機関や埼玉県信用保証協会との連

携のもと、事業者に寄り添い伴走しながら充実した支援の実施を目指します。
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④商工団体に対する活動支援
和光市商工会をはじめ、市内の商工業者や創業を目指している人の支援や地域の活性化

に関わる様々な事業を推進している商工団体の活動を支援していきます。

⑤事業者が行う販路開拓や業務効率化（生産性向上）等への支援
市内事業者アンケート結果で経営上の主要課題として明らかとなった販路開拓について

支援を強化します。また、生産性の向上を図るため、ＩＣＴの活用などによる業務の効率
化に向けた取組みを支援します。特に、ＤＸ化への取組みが進んでいない小規模事業者に
対しては、導入のメリットを踏まえた導入支援を行います。

２．経営安定化につながる支援の充実

【事業事例】
①経営指導やビジネスマッチッグなどの支援
非常時における経営に対しアドバイスを行う機関を作り、マッチング事業、企業間の交

流・情報発信を充実させる仕組みを創出します。また、新型コロナウイルス感染症対策の
ため、対面型のマッチング会や交流会の開催が困難となっている中、対策を講じながら実
施効果が高いマッチング事業、企業間の交流・情報発信を検討・実施します。

②事業継続力強化支援計画による支援
市と和光市商工会で策定した事業継続力強化支援計画に基づき、市内事業者にＢＣＰの
必要性の認識を高めるため、国の「中小企業ＢＣＰの策定促進に向けて」の施策を紹介す
るとともに、防災・減災に取組む小規模事業者への専門家派遣制度など（ハンズオン支援）
について、市内事業者に普及啓発・周知を行います。
また、事業者に対するＢＣＰ策定セミナーの開催や、損害保険への加入促進を推進しま
す。

③事業継続の推進
事業の継続やＭ＆Ａを望む事業者が円滑に遂行できるよう、アドバイス機関や支援体制

を構築し、支援します。併せて、技術の継承や雇用の確保の観点から、人材育成や活用の
ための必要な施策を推進します。

リーマンショックや原油の高騰など世界的な事象による経済危機や、頻発する台風や
地震などの大規模な自然災害、新型コロナウイルス感染症の拡大など、突発的な非常事
態が起きた場合、地域の産業や雇用にも大きな打撃を与えてしまいます。
一方、貴重な経営資源や長年培ったノウハウを持ちながら、後継者や経営パートナー
の不在により廃業や事業規模を縮小する事態も生じています。
こうした事態に対し、事業を継続できような支援の仕組みを作るとともに、非常事態
を新たなビジネスチャンスと捉え、事業の転換や新たな事業創出、拡大を図り経営を安
定させるような施策に取り組みます。



31

④関係機関との連携による情報提供

中小企業の経営支援にあたっては、商工団体、地元金融機関、埼玉県産業振興公社など

の関係団体と連携のもと推進していきます。

３．市内企業の地域貢献の推進

【事業事例】

①市内企業の地域活動への参画、貢献の促進

地域社会を構成する一員として、地域の美化清掃活動やボランティア活動、にぎわい創

出に関するイベントへの参加など、市内事業者が企業市民活動や地域活動に積極的に参画

し、暮らしやすい地域社会の実現に貢献することを促進します。

②商工会への加入促進（産業振興条例に列記）

市内事業者の和光市商工会への加入を促進し、市内事業者がその事業の持続的な発展を

図るため、円滑かつ着実な事業の運営に努めるとともに、その事業活動を通じて地域の振

興に資するよう、その事業環境づくりを図ります。

③企業市民の認定、制度の活用（産業振興条例に列記）

市、市民及び企業による協働のまちづくりに向けて、市民とともに地域の社会活動を行

う事業者を企業市民として捉え、「和光市企業市民」に認定することにより、事業者の自

発的な企業市民活動の推進を促します。

市内事業者が地域に根ざし、市内で事業活動を行うことで、地域に雇用や消費を生み

出し、地域ににぎわいと活気をもたらしています。事業者は地域の労働力や購買力に支

えられており、地域と事業者は密接な関係にあります。市内事業者が地域との良好な関

係を維持し今後も地域に根ざした積極的な事業活動を行っていけるよう、市内事業者の

地域活動を支援します。

また、地域にこだわらず広く社会に貢献するため、企業経営にとって重要な視点とな

っているＳＤＧｓに対する活動も推進していきます。

地域や社会への貢献活動は、１事業者だけで取り組むことは困難なため、商工会に加

入し商工会活動を通じて自社の事業の発展や地域の活性化に貢献することを支援しま

す。
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【主な実施主体・予定実施時期】

短期 中期 長期

１．中小企業・小規模事業者の経営支援

利子補給等の資金融資の充実

創業又は市内への移転に関わる資金融資の創設

事業経営に関わる情報提供やセミナー等の開催

事業承継に関する相談や支援の充実

商工団体に対する活動支援

事業者が行う販路開拓や業務効率化（生産性向
上）等への支援

アフターコロナ対策としてのマッチング事業、企業間
の交流

情報発信の充実

２．経営安定化につながる支援の充実

商工団体、地元金融機関、県産業振興公社などの
関係団体との連携

経営指導やビジネスマッチングなどの支援

３．市内企業の地域貢献の推進

市内企業の地域活動への参画、貢献の促進

商工会への加入促進（産業振興条例に列記）

企業市民の認定、制度の活用（産業振興条例に列
記）

業務効率化支援の充実（小規模事業者のＤＸ化）

主な実施主体
予定実施時期
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方向性２：次代を担う産業・事業の創出

国立研究開発法人理化学研究所との共同研究などにより生み出された高度な技術は、次

世代の地域産業をけん引していくことが期待されます。国立研究開発法人理化学研究所等

の市内研究機関との連携を促進し、研究を基盤とした研究開発型ベンチャーの創出を促進

します。

国立研究開発法人理化学研究所の知財と企業をつなげる「和光理研インキュベーション

プラザ」や令和元年 12月に創業した株式会社理研鼎業や国・埼玉県とも連携し、研究開発

型ベンチャー企業の支援を行います。

また、地域のにぎわいや魅力を形成する商業・サービス業での起業や新事業の創出を支

援します。

１．市内研究機関等が有する技術等を利活用した新産業創出

【事業事例】

①市内研究機関等の知財活用促進

国立研究開発法人理化学研究所を始めとした市内研究機関等が有する豊富な技術や研究

成果を市内企業が利活用することができる仕組みを市内研究機関及び株式会社理研鼎業、

和光市商工会、金融機関などと連携しながら検討・構築します。

２．和光理研インキュベーションプラザの運営支援の充実

【事業事例】

①和光理研インキュベーションプラザ入居企業に対する経営支援の充実

和光理研インキュベーションプラザへインキュベーション・マネージャーを派遣し和光

理研インキュベーションプラザ入居企業や地域企業への支援を行います。また、和光理研

インキュベーションプラザ入居企業に対して賃料補助を行い経営基盤のサポートを行いま

す。

国立研究開発法人理化学研究所等の高度な研究機関が立地する優位性を生かし、市内

研究機関との連携により高い付加価値を生み出す技術開発などを支援します。

理研などの学術機関が保有する技術シーズ・知見を活用した産官連携を推進し、研究

開発型ベンチャーの起業や中小企業などの新規事業展開を支援し、新産業創出の拠点と

なる「和光理研インキュベーションプラザ」の運営を支援します。
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②和光理研インキュベーションプラザに関する情報発信

和光理研インキュベーションプラザの事業推進に向けて当施設の事業概要や入居企業の

事業支援に向けて入居企業の事業や製品等の情報を発信します。

③新たな産業拠点への立地促進

市が指定する新たな産業拠点へベンチャーを含む研究開発型企業や新産業・成長産業分

野の企業等を誘致し、市内定着を図るために必要な助成金等の支援策や支援体制等を関係

機関と連携しながら検討・構築します。

３．関係機関との連携による新たな産業創出

【事業事例】

①関係機関との連携強化

国、県、国立研究開発法人理化学研究所、株式会社理研鼎業、和光市商工会等との連携

を強化し、国立研究開発法人理化学研究所等の市内研究機関が有する知財を活用した研究

開発型ベンチャーや次代を担う新産業の創出を図ります。

②関係機関と連携した研究機能を有したポストインキュベーション施設の検討

和光理研インキュベーションプラザを卒業する企業や市内で創業したベンチャー企業等

が継続して市内で事業活動が営めるように、研究機能を有したポストインキュベーション

施設の整備を民間活力の導入も含めて検討します。

４．起業・新事業の創出に向けた支援

【事業事例】

①商業・サービス業の起業支援（創業認定に関する支援機関と連携した支援）

研究開発型企業に加えて、商業やサービス業など多様な分野において起業を志す事業者

を支援します。

新産業の創出に向け、国、県及び和光市商工会など関係機関との連携を強化し、国立

研究開発法人理化学研究所等の市内研究機関の知財を活用し事業化に取り組む研究開発

型企業の事業活動と市内への継続立地を促進します。

多様な産業における起業・新事業の創出に向けた支援の充実を図り、市内の事業者だ

けでなく市外からも和光市を選択し起業する事業者の増加を図ります。また、既存事業

者による第二創業など、新事業の創出に向けた取組みを支援します。
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②創業または市内への移転に関わる資金融資
市内で創業する事業者及び市外から事業所を移転する事業者に対する移転に関わる資金

融資の制度の創設を検討します。

③創業塾の開催

創業を志す人に、資金計画、創業手続き、税務等の実務的な講座、ＩＴ活用やマーケテ

ィング戦略など創業に必要な基礎知識の習得や実際に事業計画書の作成を体験する創業塾

を和光市商工会と連携しながら開催します。さらに、創業塾をきっかけとした創業を志す

仲間や専門家とのネットワークづくりを図ります。

④事業革新、新事業創出に向けた支援の充実

事業環境の変化に新しいチャンスをみつけ、自らの事業や組織の革新や新たな事業にチ

ャレンジする取組に対する支援を充実します。

⑤シェアオフィス・コワーキング施設の整備

社会構造の変化や多様な働き方が浸透していく中で、個人起業家の拠点や時間と場所に

とらわれずに働くノマドワーカー、テレワークを推進する事業者の受け皿となるコワーキ

ングスペースやシェアオフィス施設の整備を民間の活用も含めて、検討します。

【主な実施主体・予定実施時期】

短期 中期 長期

１．理化学研究所など市内研究機関等が有する技術等を利活用した新産業創出

市内研究機関等が有する豊富な技術や研究成果を
市内企業が利活用することができる仕組みの構築

２．和光理研インキュベーションプラザの運営支援の充実

インキュベーションプラザ入居企業に対する経営支
援の充実

インキュベーションプラザの事業概要や入居企業の
事業内容の情報発信

新たな産業拠点への新産業等の誘致にあたり、助
成や協力体制など市内定着に向けた支援

３．関係機関との連携による新たな産業創出

国、県、理化学研究所、理研鼎業、和光市商工会な
どとの連携の強化

関係機関と連携したインキュベーション施設の検討

４．起業・新事業の創出に向けた支援

商業・サービス業の起業支援　（創業認定に関する
支援機関と連携した支援）

創業又は市内への移転に関わる資金融資の創設
（再掲）

創業塾の開催

事業革新、新事業創出に向けた支援の充実

主な実施主体
予定実施時期
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方向性３：都市農業の推進

平成 31年３月に本市が策定した「和光市都市農業振興計画」に準じて下記の施策を推進

します。

１．担い手の育成と確保

【事業事例】

①経営の安定化に向けた農業者支援

農業経営の安定を図るために、和光市都市農業支援事業補助金の充実や、各種制度資金

の周知、農業関係者懇談会や農業者相談会の開催、農業の法人化の制度周知やＩＣＴを活

用したスマート農業の紹介等を行います。

②認定農業者への支援

認定農業者制度のＰＲを行い認定農業者数の増加を図ります。認定農業者に対しては、

経営改善計画の達成に向けた補助金制度の周知や支援、農業関連諸制度や使用貸借に向け

た農地情報等の提供を行います。また、販売経路の拡大に向けて、市内の量販店及び飲食

店等との交流を図ります。

③農業団体への支援

農産物の生産の拡充や販売先の確保に向けて、市内の農業者団体などに対して、補助金

の充実や、生産技術や経営能力を向上させる研修等の情報提供を行います。

④農業後継者倶楽部への支援

和光市農業後継者倶楽部による市内中学生の職業体験の受け入れや、市内の幼稚園や保

育園を対象とした収穫体験等の活動を支援します。

⑤新規就農者への支援

新規就農希望者に対して、相談窓口の設置、指導農業者の紹介や遊休農地等の紹介、就

農後の経営全般へのサポートや青年等就農計画の作成等の支援を行います。

⑥新たな農業の担い手の確保

農業や農産物に興味のある人を市に登録し、市内の農イベントや農業者の繁忙期に登録

している人を派遣できる仕組み等を検討します。

都市農業支援事業補助金の充実や各種制度資金の周知による経営安定化に向けた農業

者支援をはじめ、認定農業者や農業者団体への支援、新規就農者を獲得し、継続させる

ための支援、新たな農業の担い手をつくる仕組みづくりなどを展開します。
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２．農地利用の最適化と多面的機能の発揮

【事業事例】

①農地の保全

優良農地の確保及び保全を行うために、農業委員会による農地利用状況調査の実施や適

正管理指導を行います。また、生産緑地地区についても適正な管理指導を行い、市民が農

に触れ合える場所（例、農家レストラン）等の設置についても検討します。

②農地の利活用

耕作放棄地や荒廃農地や遊休農地の解消をするために、農地の利用集積や利用権設定等

を活用し、認定農業者や新規就農者への農地の紹介や、市民農園や体験農園等を充実させ

ます。今後については、農地トラストやナショナルトラスト制度等の研究を行います。

③農地の多面的機能の活用

農産物の供給という生産面だけではなく、農地の多面的機能の有効活用を行います。

④都市農業振興に向けた環境の整備

生産緑地地区に対する営農義務及び相続税納税猶予の終身営農義務の要件緩和等を国に

対し要望します。

３．農産物の付加価値の創造と販売力の強化

【事業事例】

①わこ産わこ消の推進

わこ産わこ消の推進に向けて、各種イベントを通じたＰＲ活動や、わこ産わこ消サポー

ター制度の導入、学校給食への和光産農産物の供給量拡大やわこ産わこ消の環境づくり

（農業者と市民との交流促進）に取り組みます。

②農産物を使った和光ブランドの創出（６次産業化）

和光産農産物を活用した和光ブランドの開発や研究の支援を行います。そのために、農

農地を保全するために、農業委員会と連携し、農地利用状況調査や適正管理指導等に

よる農地の保全や、耕作放棄地や遊休農地等を解消するための農地の利活用を推進しま

す。また、和光市の農地を活用した収穫体験を通じた交流の場や、農業や自然の学習の

場の設定等、農地の多面的機能の発揮に向けた取組を行います。

「農産物や販売力強化」のために、和光産の農産物が買える場所や販売経路を増やし
ます。また、農産物自体の価値を高め、６次産業化を進め、ブランド化を図ります。



38

商工連携による新商品開発や販路拡大をするための農業者や事業者や料理研究家等が連携

できる場の設定や和光市産農産物の定義等についても検討します。

③多様な販路の確保

市内で生産された農産物の市内流通システムの構築・ネットワーク化を図ります。また、

生産者と飲食店等とのマッチングによる販路の確保を図るため、双方のニーズをとりまと

めて新たな契約につなげる取組を支援します。

④直売施設の基盤整備、活性化

関係団体と連携し既存直売施設の利用促進を行うとともに、新たな直売施設（道の駅等）

の設置を検討します。また、庭先販売所の増設、農産物直売マップのＰＲを行います。

⑤環境にやさしい農業の推進

新鮮で安全な農産物の生産・供給を図るため、特別栽培農産物、Ｓ-ＧＡＰ取得の推進

やエコファーマー認定制度を推進します。また、県と連携し農薬の適正使用及び保管管理

の徹底を図るとともに、放射能検査も引き続き実施します。

⑥都市住民と共生する農業経営への支援

近隣住民との共生に向けて、ドリフト（農薬の飛散）や悪臭、粉塵を防ぐための情報提

供や、土砂流出の抑制をするための支援を行います。

４．農業への理解の醸成と交流の活性化

【事業事例】

①体験型農業の拡充

野菜の収穫体験を行う観光農園事業を推進するとともに、観光農園やなどの体験型農業

の情報発信を行い、農業に親しむ機会の拡充を図ります。

②市民農園の利用促進

市民農園の拡充や利用しやすさを検討します。また、市民農園の利用者がより農業に親

しみを持てるよう、農業に関するイベントの開催や、農園の品評会など開催します。

市民の農業への理解を醸成するために、農業者や農地とじかに触れあえる農業体験や

体験農園の充実、市民農園の利用方法の検討やＰＲを行います。また、消費者に農業や

和光産農産物の魅力を伝えるために、野菜や農産物を学ぶイベント等の開催を行いま

す。
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③食農教育の推進

学校、幼稚園等を通じた食農教育の推進をするために、学校給食への和光産農産物の供

給量拡大を図るとともに、食料供給団体の育成や強化を行います。また、子どもを対象に

した農業体験事業や学校ファームの充実を図ります。

④市民との交流事業の展開、情報の発信

市民が農業に親しむ機会を積極的に創出するために、和光市都市農業推進協議会と連携

し、農産物共進会やアグリパーク秋の農まつリ等の各種イベントの実施、農産物やイベン

トのＰＲを行います。

⑤農業と福祉の連携の推進

より多くの障害者に利用に市民農園や観光農園を利用してもらうために、障害者施設や

市内の学校等への周知を図ります。
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【主な実施主体・予定実施時期】

短期 中期 長期

１．担い手の育成と確保

経営の安定化に向けた農業者支援

認定農業者への支援

農業団体への支援

農業後継者倶楽部への支援

新規就農者への支援

新たな農業の担い手の確保

２．農地利用の最適化と多面的機能の発揮

農地の保全

農地の利活用

農地の多面的機能の活用

都市農業振興に向けた環境の整備

３．農産物の付加価値の創造と販売力の強化

わこ産わこ消の推進

農産物を使った和光ブランドの創出（６次産業化）

多様な販路の確保

直売施設の基盤整備、活性化

環境にやさしい農業の推進

４．農業への理解の醸成と交流の活性化

体験型農業の拡充

市民農園の利用促進

食農教育の推進

市民との交流事業の展開、情報の発信

農業と福祉の連携の推進

主な実施主体
予定実施時期
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方向性４：和光ブランドの発展的展開

和光の風土、歴史、素材などを活用したアイデアあふれる商品等や製法、品質、機能な

どの商品特性に優れた和光市が誇る商品等を和光ブランドとして認定し、広く市内外に周

知し、和光ブランドのブランドイメージの定着と向上を図ることにより、市内で生産等さ

れる商品等の付加価値を高め、和光市の産業振興及びにぎわいのあるまちづくりをめざす

ことを目的に、平成 24年から和光ブランド事業を検討・開始しました。その事業の一つで

ある和光ブランド認定制度では、現在 16点が認定され、市民への認知も進んでおり、ブラ

ンド認定を希望する事業者数も増えています。

そこで、これまでの取組を踏まえながら和光ブランド事業の第二ステージを含む和光ブ

ランディングに向けた戦略を検討し、関係機関などと連携しながら、さらに和光ブランド

事業の充実を図っていきます。

１．地域ブランド戦略の推進

【事業事例】

①和光ブランド戦略の策定

現行の和光ブランド事業などのブランド化に関わる事業を評価・見直しを行い、産業振

興のために新たな価値を創造するブランド戦略を策定します。

②和光ブランド認定制度の活用

和光ブランド認定制度を継続しながら、これまでは和光ブランドの認定対象は商品（販

売物）としていたが、今後サービスや技術なども対象に加えることを検討します。

③企業間連携によるブランド構築支援等

1事業者の商品（販売物）に限らず、複数の事業者が販売できる和光ブランド商品を発

案し、複数の企業が連携して商品のブランド化及び販売を図っていくような企業間連携に

よるブランド構築の取組を支援します。

既存の和光ブランドに限らず、和光市の魅力を発信し、地域振興・産業振興のための

新たな価値を創造するブランド戦略を推進します。今後の展開に向けた和光における地

域ブランド戦略を策定し、和光ブランド事業の充実を図っていきます。
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２．和光ブランドの発信

【事業事例】

①広報宣伝活動の体系的整理

効果的な和光ブランドのＰＲに向けて、現在実施している広報宣伝活動を整理・見直し

を行い、ＰＲ活動を体系的に整理し発信力を高めていきます。また、多様な年代や地域の

人に情報が伝わるように、ＳＮＳによる発信の強化を図るなど、多様なＰＲ手法を活用し

たＰＲ活動を推進します。

②和光ブランドの新たな販路開拓

和光ブランド品を積極的に販売または自社消費してもらうため、市内の各店舗に販売に

関するアプローチを行うとともに、認定事業者が行うマーケティング活動や販売活動につ

いて支援します。また、大型店舗への販路開拓や、販路のネットワーク化についても検討

します

③市民及び市外への情報発信

市内外で行われる各種のイベントに積極的に参加し、ブランド品の情報発信と販売支援

とＰＲを行います。また、ブランド品を活用した各種の体験講座や料理講座、教育機関で

の出前講座を開催します。

2019 ラグビーワールドカップおもてなし会場での販売・ＰＲ

和光ブランドの販路開拓を行うとともに、認知度向上のために市民及び市外への情報

発信を図ります。
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④イメージキャラクターの活用

和光市のイメージキャラクターとして定着してきた「わこうっ

ち」や和光市キャラクター「さつきちゃん」を通じて和光市のＰＲ

を推進します。ホームページやＳＮＳ、印刷物などに掲載するとと

もに、「わこうっち」や「さつきちゃん」の着ぐるみを様々なイベン

トに参加させ、さらなるＰＲの充実を図ります。

⑤みどころマップの作成

和光市の新たな情報の発信源として、商業・工業・農業・観光等

の市内産業情報を掲載した「和光市みどころマップ」を作成します。

３．和光ブランド推進のための連携強化

【事業事例】

①新規認定商品の開発や地域資源の発掘のための関係団体、市内企業、大型店や個人商店

との交流と情報交換

新たな商品の開発に向けて、地域資源の発掘に向けた情報交換やアイデアだしの場づく

りを行います。また、商品づくりを担う企業や消費者などのエンドユーザーのニーズを把

握している販売事業者の大型店や個人商店と連携し商品を開発する取組を支援します。

【主な実施主体・予定実施時期】

短期 中期 長期

１．地域ブランド戦略の推進

既存の地域ブランド戦略を見直し、産業振興のため
に新たな価値を創造するブランド戦略を策定

和光ブランド認定制度の活用

企業間連携によるブランド構築支援等

２．和光ブランドの発信

広報宣伝活動の体系的整理

和光ブランドの新たな販路開拓

市民及び市外への情報発信

イメージキャラクターの活用

みどころマップの作成

３．和光ブランド推進のための連携強化

新規認定商品の開発や地域資源の発掘のための
関係団体、市内企業、大型店や個人商店との連携

主な実施主体
予定実施時期

和光ブランドの新規認定商品の開発や地域資源を発掘するため、和光市商工会など各

関係団体、市内企業、大型店や個人商店との連携を進めます。

©和光市



44

方向性５：いきいきと働く環境づくり

市内事業者アンケート調査によると、約四分の一の企業が人材不足に陥っており、人材

確保や従業員の定着を図るために、企業規模を問わず働く環境の整備が重要な経営課題の

一つとなっています。この間、個々人の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択できるた

めの「働き方改革」の浸透や、新型コロナウイルス感染症の拡大対策からテレワークが普

及するなど、人々の働く環境も大きく変化しました。

このような変化を踏まえて、市内の就労を希望する人が働く機会を得て、市内事業者は

求める人材を確保でき、職場では多様な人材が相互に認め合いながら、個々の事情に応じ

た多様な働き方が選択でき、いきいきと働ける環境づくりを支援します。

１．関係機関との連携による情報提供

【事業事例】

①市内及び近隣における求人情報の提供

市内での就労者を増やすため、市内就労者や今後市内での就労を希望する人々に向けて、

和光市ふるさとハローワークでの求人情報の提供など、市内や近隣地域における事業所の

最新求人情報を提供します。

②朝霞公共職業安定所（ハローワーク朝霞）、朝霞地区雇用対策協議会などの関係機関と

の連携

関係機関と連携しながら、就職相談会や面接会、就職に関するセミナーを開催し、求職

者が広く就職の機会をもてるよう支援します。

③和光市商工会との連携

各種の技能講習会や安全週間・衛生週間活動、働き方改革に関わる相談窓口の設置、会

員向けの健康診断などの事業を行っている和光市商工会を支援し、労働者の就労環境の向

上を目指します。

２．事業者への意識啓発

市内企業で働く社員や市内での就職を望む者の労働者に対し、労働環境の向上や働き

やすい就労環境を実現するため、関係機関と連携し、労働者が必要な情報を迅速に提供

します。

多様な働き方の導入や多様な人材の活用など、就労環境が大きく変化している中、企

業経営者は迅速にその変化を捉え、経営に反映していけるように、必要な情報を提供
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【事業事例】

①多様な雇用形態の導入に向けた情報提供

ワーク・ライフ・バランスの浸透に伴い、職務内容や時間、場所など多様な働き方が求

められるようになってきています。求職者の働き方に関するニーズに合わせてさまざまな

雇用形態が導入できるよう、セミナーの開催などにより必要な情報提供を推進します。

②女性や高齢者、障害者に関わる求人情報の提供

多様な人材を生かし、その能力が最大限に発揮できる機会を提供することが企業の競争

力を高め発展につながっていくと考えられています。多様な人材の活用に向けて、女性、

外国人、高齢者、障がい者に関わる求人情報の発信を強化します。また、企業経営者を対

象にダイバーシティ経営に関するセミナーなどを開催し多様な人材が能力を発揮できる環

境づくりを推進します。

３．就労意欲の向上や職業能力のスキルアップ

【事業事例】

①就職に役立つ講座などの開催

関係機関が行う講座やセミナー情報を広く周知するとともに、和光市勤労青少年ホーム

において就職に役立つ講座を開催します。

②ワーク・ライフ・バランスに関する情報発信やセミナー等の開催

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・介

護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活を送

るために必要なワーク・ライフ・バランスが達成・維持されるよう、勤労者や企業経営者

などそれぞれの立場別に必要な情報の発信やセミナー等を開催します。

③勤労者向け施設の運営

勤労者の余暇活動やサークル活動を行う場として和光市勤労青少年ホーム、和光市勤労

福祉センターを運営し、勤労者や市民が余暇を楽しみ、地域の交流等の多様な活動ができ

る環境を提供します。

し、企業経営者の意識啓発を図ります。

労働者がやりがいや充実感を感じながら働ける環境を整えるとともに、自己啓発やス

キルアップにつながる講座やセミナーを開催します。
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４．優れた技能・技術等の普及と推進

【事業事例】

①優れた技能や功績を持った勤労者の顕彰（技能者表彰）

市内の優れた技術や功績を持った勤労者を

年に１度、選定し顕彰します。その技術や功

績を称えるとともに、その価値を広く情報発

信を行い、若者や就労を考えている人々への

関心を高めます。

②市内事業者が持つ高度な技能・技術に関するＰＲ

市内事業者が保有する高度な技能や技術に関する情報を発信することにより、取引開拓

や人材確保のきっかけにつなげていきます。

【主な実施主体・予定実施時期】

短期 中期 長期

１．関係機関との連携による情報提供

市内及び近隣における求人情報の提供

朝霞地区職業安定所（ハローワーク朝霞）、朝霞地
区雇用対策協議会などの関係機関との連携

和光市商工会との連携

２．事業者への意識啓発

多様な雇用形態の導入に向けた情報提供

女性や高齢者、障害者に関わる求人情報の提供

ジェンダー講習会等を含む

３．就労意欲の向上や職業能力のスキルアップ

就職に役立つ講座などの開催

就労希望者の支援

ワーク・ライフ・バランスに関する情報発信やセミ
ナー等の開催

勤労者向け施設の運営

４．優れた技能・技術等の普及と推進

優れた技能や功績を持った勤労者の顕彰（技能者
表彰）

市内事業者が持つ高度な技能・技術に関するＰＲ

主な実施主体
予定実施時期

優れた技術や功績を持った勤労者を顕彰することにより、勤労意欲の向上と技能・技術

の高度化により、市内産業の振興を図ります。
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方向性６：和光産業を支える基盤の強化

市内事業者が事業活動を営むための事業用地・スペースの整備・確保を図り、本市産業

の次代を担う企業を誘致し、新産業の集積を図るとともに、市内事業者が持続的に事業活

動できる環境づくりを図っていきます。

また、事業者や消費者を引き付けるまちのにぎわいや魅力を高めるための取組を推進し

ていきます。

１．和光北インター東部地区における産業拠点の整備

【事業事例】

①和光北インター東部地区土地区画整理事業の推進に伴う、新たな産業拠点の創出

和光北インター東部地区土地区画整理事業を庁内の担当部署と連携して円滑な推進を図

ります。和光理研インキュベーションプラザの卒業企業や市内の研究機関と連携し事業活

動を行う研究開発型企業をはじめ、次代の本市産業を担う成長産業分野の企業等が集積す

る新たな産業拠点の創出に向けた取組を検討・実施します。

和光北インター東部地区土地区画整理事業予定地

一般国道254号和光バイパスの都市計画決定 20を受けて、沿線地域の一体的な整備を

進めるため和光北インター東部地区土地区画整理事業を推進し、交通の利便性やまとま

った工業系用地の確保が可能な利点を生かした新たな産業拠点を創出します。
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２．関係機関との連携による企業誘致・立地支援

【事業事例】

①関係機関と連携し、新たな産業拠点における市内企業等の創業、誘致、新事業展開の推

進

関係機関と連携し、土地区画整理事業の推進による立地に対し、環境・情報分野等の新

産業事業者や物流関連施設、店舗等の沿道サービス施設を誘導します。

②未利用事業所の情報発信

和光市商工会や市内不動産事業者と連携し、空き店舗や空き家、空きオフィス等の情報

発信を検討します。

３．地域の特色を生かしたにぎわいづくり

【事業事例】

①鍋グランプリの開催、新事業の創出

集客力と情報発信力があり、まちのにぎわいを形成する「ニッポン全国鍋グランプリ」

や「和光市民まつり」等のイベントの開催を支援します。また、イベントをきっかけに、

新たな鍋のレシピを考案するなど、新たなアイデアによる新事業の創出を支援します。

②和光市駅周辺地域及び市庁舎周辺地域におけるにぎわいの創出

和光市駅前広場の整備や駅直結型の再開発事業の推進に伴う駅の南北地域における地域

の活性化や、市庁舎周辺地域におけるにぎわいづくりをまちづくり施策と連動しながら図

っていきます。

新たな産業拠点における市内企業等の創業及び新事業展開を推進するため、関係機関

等と連携して企業誘致を進めます。

まちのにぎわいづくりに向けて、和光らしい地域の特色を生かしたイベントや催しな

どの開催を支援します。
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４．市民が産業と触れ合える機会づくり

【事業事例】

①商店等における環境整備の支援

商店等が行う地域の清掃活動や地域活動を通じ市民と事業者が交流できる機会づくりを

支援します。

②産業フェアの開催

市内の事業者が一同に会し、自社で製造した製品のＰＲや事業内容の紹介、物品の販売

等を行う産業フェアを開催し、市民が和光市の産業を実感、体験できる機会を設けます。

【主な実施主体・予定実施時期】

短期 中期 長期

１．和光北インター東部地区における産業拠点の整備

和光北インター東部地区土地区画整理事業の推進
に伴う、新たな産業拠点の創出

2．関係機関との連携による企業誘致・立地支援

関係機関や和光理研インキュベーションプラザと連
携し、新たな産業拠点における市内企業等の創業、
誘致、新事業展開の推進

3．地域の特色を活かした賑わいづくり

鍋グランプリの開催、新事業の創出

和光市駅周辺地域及び視聴者周辺地域におけるに
ぎわいの創出

4．市民が産業と触れ合える機会づくり

商店等における環境整備の支援

主な実施主体
予定実施時期

市民の地域産業への理解を深めるため、市民と産業が触れ合える機会づくりに向けた
取組を支援します。
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第４章 推進に向けて

１．推進体制

市内事業者、市民、市、その他の団体等（和光市商工会、研究機関、産業支援機関、金

融機関 等）は、和光市産業振興条例に規定されるそれぞれの役割を担いながら、相互に

連携して本計画の産業振興施策を推進し、本市の産業振興に努めます。

（市の役割）

市は、基本理念にのっとり、市の産業振興を主要な施策として、第五次和光市総合振興

計画基本構想に基づく施策及び方針を戦略的に推進するため、事務事業等の方向性及び優

先度を明確にした本計画を推進します。

（事業者の役割）

事業者は、基本理念を尊重し、その事業活動を行うにあたっては円滑かつ着実な事業の

運営に努めるとともに、その事業活動を通じて地域経済の活性化及び地域社会の発展の貢

献に努めます。地域社会を構成する一員として、企業市民活動に参画するよう努めます。

市の商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉の増進に資するため、

商工会に加入するよう努めます。

（市民の役割）

市内に新たに出店する店舗の利用や地場産品の購入・消費に努め、市民生活の向上と地

域の活性化に貢献する市内事業者を応援します。就労に対して関心を持ち、介護や子育て

をしながら働くなど多様な働き方へ対応します。

（その他の団体等の役割）

その他の団体等は、基本理念を尊重し、計画の策定及び実施に協力するよう努めます。

その他の団体等は、中小企業・小規模事業者の経営状況等の改善に資する助言を行うよう

努めます。

２．関連組織・団体との連携

本市の産業振興に向けて、中小企業団体（和光市商工会、あさか野農業協同組合等）、

関係機関（研究機関（国立研究開発法人理化学研究所、株式会社理研鼎業等）、産業支援

機関、市内に本店又は支店を有する銀行、信用金庫その他の金融機関等）、公共交通機関

を運営する事業者等、市が和光市の産業活性化や事業者支援に向けた情報交換ができる場

づくりを推進します。
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３．計画の進行管理

（１）事業計画の策定と評価

本計画に基づき、年次別事業計画を作成し、産業振興事業を推進します。

（２）産業振興協議会による進捗管理（産業振興条例に列記）

計画の進行管理は、ＰＤＣＡサイクルに基づきながら、市が毎年、事業計画及び本計画

の実施状況をとりまとめ公表するとともに、和光市産業振興協議会にて計画の進捗状況を

確認・評価し、状況に応じて改善します。

計画の評価の流れ

Check

１～２月

年度事業

評価

（協議会）

Action
１～２月

年度事業
年度事業
総括・改善
（協議会）

Ｐlan

４月

年度事業

計画

Do
４～３月

年度事業
実施

Action
１～２月

年度事業
年度事業
総括・改善
（協議会）

Do
４～３月

年度事業
実施

Ｐlan

４月

年度事業

計画

「第五次和光市

総合振興計画

基本構想」中間

見直し期に合

わせて実施

（庁内・協議会）

単年度サイクル 単年度サイクル中間見直し 最終年度

計
画
の
総
括
・
次
期
計
画
策
定
検
討

Check

１～２月

年度事業

評価

（協議会）


